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1.  平成23年3月期の業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 538 △53.2 △11 ― △40 ― △37 ―
22年3月期 1,151 625.2 30 ― 41 ― 39 ―

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり
当期純利益

自己資本当期純利益
率

総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 △1,133.08 ― △8.2 △4.2 △2.2
22年3月期 1,180.19 ― 8.2 4.1 2.6

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 910 442 48.6 13,255.20
22年3月期 1,025 480 46.9 14,388.29

（参考） 自己資本   23年3月期  442百万円 22年3月期  480百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 64 3 △78 107
22年3月期 △120 △4 33 119

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
23年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
24年3月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3.  平成24年3月期の業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 148 △8.8 △112 ― △114 ― △115 ― △3,442.60
通期 1,100 104.3 92 ― 87 ― 85 ― 2,544.53



4.  その他 
(1) 重要な会計方針の変更 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 無
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 33,405 株 22年3月期 33,405 株
② 期末自己株式数 23年3月期 ― 株 22年3月期 ― 株
③ 期中平均株式数 23年3月期 33,405 株 22年3月期 33,405 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終
了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
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（当期の経営成績） 

当期におけるわが国経済は、中国など新興国の経済成長に支えられた輸出拡大から企業収益に改善傾
向がみられましたが、平成23年３月に発生した東日本大震災により国内経済に及ぼす影響は計り知れ
ず、先行きの見通せない状況になっております。 
半導体業界におきましても、高機能携帯電話（スマートフォン）などデジタル家電に使用する半導体

需要の高まりを受け回復傾向にありましたが、東北、関東地域の半導体工場はこの震災により大きな影
響を受け、先行き不透明感が続いております。 
このような状況のもと、当社の主力製品であるマスクCD-SEMにつきましては、従来機種「EMU-270A」

をバージョンアップした「Z7」を平成22年11月に売上げ、第４四半期にも販売を計画しておりました
が、顧客におきまして設備投資の抑制をより慎重にする動きがあり、予定していた受注には至らず売上
計画を達成することができませんでした。 
一方、微細パターン転写装置である電子スタンパー「EBLITHO」につきましては、その技術を進化さ

せたシームレスモールドステッパー開発（NEDOのイノベーション実用化助成事業）の継続とロールモー
ルド評価用SEMの開発は、平成23年２月、nano tech 2011国際ナノテクノロジー総合展・技術会議にお
いてその技術が評価され、「微細加工技術部門賞」を受賞しました。装置の商品化も進み次期以降の販
売に向けて販促活動を開始しております。 
上記の結果、当期の売上高は538百万円（前期比53.2％減）となりました。損益につきまして、製造

コストの低減に努めてまいりましたが、売上高の減少による影響が大きいことから営業損失11百万円
（前期営業利益30百万円）、また、為替差損25百万円等を営業外費用に計上した結果、経常損失40百万
円（前期経常利益41百万円）、当期純損失は37百万円（前期当期純利益39百万円）となりました。 

  

（次期の見通し） 

次期の見通しにつきまして、国内経済は東日本大震災による影響が計り知れず、今後、電力不足の影
響も懸念されております。このような事業環境のなか、当社は設備補強や勤務時間の変更など柔軟な生
産体制をとりながら、バージョンアップに成功したマスクCD-SEMの販売活動強化と新規商品開発に取り
組み、業績の拡大と収益向上に努めたいと考えております。 
次期の業績予想につきましては、売上高1,100百万円、営業利益92百万円、経常利益87百万円、当期

純利益85百万円を見込んでおります。 
なお、業績予想は現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、実際の業績につきまして

は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 

  

①資産、負債及び純資産の状況 

(イ)資産  

流動資産は、前事業年度末900百万円に比べて、100百万円減少し、799百万円となりました。これは
主としてたな卸資産が259百万円増加した一方、売掛金が355百万円減少したことなどによります。 
固定資産は、前事業年度末124百万円に比べて、13百万円減少し、111百万円となりました。これは主

として会員権が8百万円、建物が4百万円減少したことなどによります。 
この結果、総資産は前事業年度末1,025百万円に比べて、114百万円減少し、910百万円となりまし

た。 

(ロ)負債  

流動負債は、前事業年度末475百万円に比べて、150百万円減少し、325百万円となりました。これは
主として預り金が57百万円、支払手形が40百万円増加した一方、短期借入金が150百万円、買掛金が103
百万円減少したことなどによります。 
固定負債は、前事業年度末68百万円に比べて、74百万円増加し、142百万円となりました。これは主

として長期借入金が65百万円増加したことなどによります。 
この結果、負債合計は前事業年度末544百万円に比べて、76万円減少し、468百万円となりました。 

(ハ)純資産 

純資産合計は、前事業年度末における純資産合計480百万円に比べて、37百万円減少し、442百万円と
なりました。これは当期純損失が37百万円あることによるものであります。 

  

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析

（２）財政状態に関する分析
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②キャッシュ・フロ－の状況 

当事業年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前事業年度末に比べ11百万円減
少し、107百万円となりました。 
当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果得られた資金は64百万円となりました。  
これは主に、売上債権の減少が361百万円あった一方、たな卸資産の増加が259百万円、仕入債務の

減少が63百万円等があったことによるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果得られた資金は3百万円となりました。 
これは主に、会員権の売却による収入9百万円等があったことによるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果使用した資金は78百万円となりました。  
これは、長期借入れの収入100百万円があった一方、短期借入金の減少が150百万円等があったこと

によるものであります。 
  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
(注)１ 各比率の算定方法は、以下のとおりであります。 

自己資本比率           ：自己資本/総資産 

時価ベースの自己資本比率     ：株式時価総額/総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/営業活動によるキャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ：営業活動によるキャッシュ・フロー/利払い 

２ 平成19年３月期、平成20年３月期、平成21年３月期及び平成22年３月期のキャッシュ・フロー対有利子負債

比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオについては、営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスの

ため、記載しておりません。  

  

当社は、株主の皆様に対する利益還元につきましては経営の重要事項として認識しており、経営基盤
の充実及び事業拡大に向けての内部留保の充実を図りつつ、収益やキャッシュ・フローの状況に応じた
株主に対する適切な配当を実施していくことを基本方針としております。 
しかしながら、現時点におきましては多額の累積損失が存在しており、当面は早期の累積損失の解消

と内部留保の充実を図っていく方針であります。そのため、誠に遺憾ながら引続き配当を見送らせてい
ただきました。 
当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年2回を基本的な方針としております。配当の決定

機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 
また、内部留保資金につきましては、変化の激しい半導体業界の中にあって、企業体質の強化ならび

に新製品開発等の効果的な投資に役立てていく方針であります。 

  

当社の経営成績及び財政状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクは、以下のようなものがありま
す。なお、文中における将来に関する事項は、当期末現在において判断したものであります。 

①収益構造について 

当社は、半導体ウエハ及びマスク上の半導体の回路寸法を、電子ビームによって測定する微小寸法
測定装置の開発・製造・販売を主たる業務としております。 
このため、当社の業績は今後も半導体デバイスの微細化の進展状況等の影響を受けます。 

②知的財産権について 

当社の技術の中には、特許として知的財産権を獲得するよりも、ノウハウとして保有するほうが事
業戦略上優位であると考えられるものもあり、必ずしも全ての技術について特許を出願する必要はな

平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期

自己資本比率(％) 70.0 83.3 49.8 46.9 48.6

時価ベースの自己資本比率
(％)

90.8 59.4 26.4 81.5 68.8

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率(％)

─ ─ ─ ─ 143.4

インタレスト・カバレッジ・
レシオ(倍)

─ ─ ─ ─ 17.9

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

（４）事業等のリスク
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いと考えております。しかしながら、一部の技術については、競争状況の変化への対応や他製品へ
の応用を展望した場合、特許権として保護するほうが当社にとって有利と考えられるものもあり、そ
れらについては特許として出願するものもあります。 
当社は、特許の出願については、有用性及び費用対効果を考慮して行っており、当社独自の技術あ

るいは研究成果について、必要に応じて、また、可能な範囲において特許権等の知的財産権の登録を
行い、権利保護に努めることとしておりますが、他社により当社の権利が侵害される可能性がありま
す。 
また、他社知的財産権の侵害については、細心の注意を払っており、現時点において第三者より知

的財産権に関する侵害訴訟を提起されていませんが、将来他社よりその保有特許等に対する侵害の通
告を受ける、あるいは当社の認識していない特許等が成立し第三者が侵害を主張する等の可能性があ
り、裁判等の紛争に至った場合においてはその処理に多額の費用を要し、当社業績に影響を与える可
能性があります。 
また、近時においては職務発明に関する対価の額について、従業員である発明者が会社を相手に訴

訟を起こす事例も報告されています。当社におきましては、発明者に支給される対価の額の算定につ
いて職務発明規程を制定しておりますが、それにも関わらず成立した特許権について発明者が対価の
額を不服として会社を訴えた場合には、その結果が当社の業績に影響を与える可能性があります。 

③検収時期の変動による業績変動の可能性について 

当社の主力事業である製品事業では、半導体ウエハ及びマスクの微小法測定装置の開発・製造・販
売を行っており、当該装置の１台あたりの販売価格は非常に高額となっております。 
当社製品は納品までの製造工程を管理し、計画通り計上できるよう努めておりますが、得意先の検

収のタイミングにより当社の業績が大きく変動する可能性があります。顧客都合によって仕様や納期
が変更されることがあり、かつ1台の検査装置が高額であるため、売上を予定していた案件について
検収が遅れた場合には、当社の業績は、当初の見通しを下回る可能性があります。 
特に、第４四半期に売上を予定している案件が翌期の計上となった場合、売上高が計画を大きく下

回る可能性があります。 

④海外への売上比率が高いことについて 

当社の輸出高は、売上高の相当部分を占める場合があります。 
海外への販売には、通常予期しない法律や規制の変更、経済的に不利な要因の存在または発生、テ

ロ・戦争・その他の要因による社会的又は経済的混乱等のリスクが存在します。こうしたリスクが顕
在化することによって、当社の海外への販売に支障が生じ、当社の業績および将来計画に影響を与え
る可能性があります。 
また、海外売上については為替変動の影響を受ける可能性もあります。 

⑤特定の仕入先に対する仕入依存度が高い構造について 

当社は製品の部品について、基本として単一の仕入先から仕入れており、特定の重要部品について
も、単一の仕入先から購入しています。単一の仕入先から購入する理由は、仕入先を2箇所に分ける
ことにより、手間、値段、安定性等に問題が生じるためです。 
当社は、単一の仕入先から仕入を行うことをリスクと認識しており、問題が発生したときに対応で

きるよう、設計部において監視、調査をする等、対応体制を構築しております。 
ただし仕入部品によっては、仕入先の事情等により当社への供給に支障を来たした場合には、当社

製品の生産に大きな影響を与える可能性があります。 

⑥フォトマスク市場の動向及び顧客の設備投資について 

（ⅰ）フォトマスク市場の動向について 

フォトマスク検査装置の需要に連動する市場としてフォトマスク市場があります。半導体を使用
する最終製品である携帯電話に代表されるように、これまでより更に複雑・微細・過密な半導体が
必要になっており、ひいてはマスク検査の測定点も増大するものと考えられます。従いまして、フ
ォトマスク市場は今後も増大していくものと推定しておりますが、これらの市場動向の変動によっ
て当社の財政状態及び経営成績は影響を受ける可能性があります。 

（ⅱ） 顧客の設備投資について 

当社の製品である微小寸法測定装置の販売は、顧客の設備投資動向の変動に影響を強く受けるこ
とが予測されます。当社は企業体質の強化や競争力維持に努め、顧客の設備投資動向に対処する所
存ですが、顧客の設備投資の動向によって当社の財政状態及び経営成績が影響を受ける可能性があ
ります。 

⑦競合の状況について 

当社の主要製品は、類似製品の販売や低価格製品の販売が行われることにより、当社の業績に影響
を受ける場合があります。 
マスク用微小寸法測定装置EMUは、市場に競合会社が参入しております。 
当社のマスク用電子ビーム微小寸法測定装置EMUは、当市場に先発したデファクトスタンダードの

製品であると認識していますが、競合技術が当社製品技術を上回った場合、当社の業績が影響を受け
る可能性があります。 
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⑧電子ビーム微小寸法測定装置への依存について 

当社製品は、対象がマスクとウエハであるという相違点はありますが、いずれも電子ビームを利用
した微小寸法測定、検査、製造装置です。 
微小寸法測定装置には、当社の採用している電子ビーム式の他に光学式があり、最近は技術革新が

激しい業界であることから、当社の保有する技術は陳腐化する可能性があります。 
当社はこのような技術革新に対応する為に常に新しい技術を習得し、学会や研究会へ積極的に参加

し、従業員の能力を高め、顧客からのニーズに対して的確に対応していく方針ですが、技術革新や顧
客からのニーズに対応できない場合ないしは劇的な技術革新が生じて当社が対応できない場合には、
当社の業績に影響を受ける場合があります。 

⑨研究開発投資等について 

当社の事業は、顧客からの要求に応じて最先端かつ高度な技術力を提供していくことが重要な要素
です。このような要求に対処し顧客満足を高め、製品の付加価値を高めていく為には自ら他社に先駆
けた最先端技術の情報収集、製品の評価、品質管理に注力しているほか関連する研究開発投資を続け
ていく方針です。 
これらの技術力を維持するために試験研究費の比率が高くなっておりますが、研究開発型企業であ

るため優秀な人材の確保が困難になった場合や人材の流出が生じた場合及び技術革新への対応に支障
が生じた場合には、当社の競争力が低下し業績に悪影響が及ぶ可能性があります。 

⑩新製品開発力について 

当社の製品は革新的な技術力に裏打ちされたもので、今後も継続して魅力ある製品開発を行ってい
く予定ですが、開発と販売のプロセスは不確実なものであり、長期的な投資と大量の資源導入が新製
品・新技術の創造へとつながる保証はなく、新製品や新技術への投資に必要な資金と資源を今後十分
充当できるという保証もありません。 
また、当社が顧客から支持を獲得できる新製品、新技術を正確に予想することができるとは限ら

ず、販売が必ずしも成功する保証もありません。 
このため、当社が業界と顧客の変化を十分に予測できず、魅力ある新製品を開発できない場合には

業績に悪影響が及ぶ可能性があります。 

⑪製品に必要とされる規格について 

電子ビーム微小寸法測定装置に関して、ヨーロッパ向けにはCEマーキング、アメリカ向けにはS8・
S2等の安全規格に合致している必要があり、また、特定の取引先への納入には、ワールドワイドで共
通な半導体製造、検査装置の標準仕様であるSEMIの規格に合致していることが求められています。 
当社では、これらの製品安全に関する国内外事例・規格（JIS、CEマーキング、SEMI）を基に製品

化しており、第三者認証機関(TUV product service)の認証を取得していますが、今後、求められる
製品規格に変更があり、当社がこれに対応できない場合には、当社の業績に影響が出る可能性があり
ます。 

  

当社は、当事業年度末におきまして営業損失を計上いたしました。 
このような状況により、当社は継続企業の前提に関する重要事象等が存在しております。 
当社は当該状況を解消すべく対策を講じ売上増加、損益の改善を図るため、以下の通り対応してまい

ります。 

①主力製品マスクCD-SEMの技術力の向上 

主力製品であるマスクCD-SEM「EMU」は、収差補正機能や回路改造等を行ない、分解能ばかりでは
なくスループットも大幅に向上させる研究開発を継続しておりますが、当期におきまして、性能アッ
プを実現した最新鋭機「Z7」を市場投入いたしました。 
「Z7」は、電子ビーム制御系を一新し、最新の卓越したソフトウェアを搭載して、低雑音化、耐温

度・振動性能向上、高クリーン化など高い顧客指向性を達成していることから、きめ細かい顧客要求
にも十分対応できるものと考えております。 
今後も、広視野・高分解能化を進め、更なるマスクCD-SEMの商品化に努めてまいります。 

②複数製品の製造・販売による経営の安定化 

当社の製品構成がマスクCD-SEMに大きく依存している状況から、同装置の販売動向により業績も大
きく変化するリスクを回避するために、製品のラインアップの充実を計画しております。 
その一環として、NEDOのイノベーション実用化助成事業を進めてまいりました。 
当社の「EBLITHO」の技術を基礎とするシームレスモールドステッパー装置に関連したロールモー

ルド評価用SEMの開発は高く評価され、本年２月開催のnano tech 2011国際ナノテクノロジー総合
展・技術会議では「微細加工技術部門賞」を受賞しました。また、顧客での実機テストにおきまして
も商用機としての高い評価を受け、ユーザー仕様に合わせて最終調整の段階にあります。一方、電子
ビーム高速検査装置につきましても顧客の実マスク検査を開始しておりますので、次期以降の受注獲
得を目指し経営の安定化を図りたいと考えております。 
また、資金面につきまして、当社と主要株主である株式会社エー・アンド・デイとの間で運転資金の

（５）継続企業の前提に関する重要事象等
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融資を目的とした契約締結を行っているため、当面の事業展開における資金面での支障はないと考え
ております。 

  

  

最近の有価証券報告書（平成22年６月28日提出）における「事業系統図（製品事業）」及び「関係会
社の状況」から重要な変更がないため開示を省略します。 

  

  

当社は、「創造性のある製品を社会に提供することにより新たな価値を創造し、人類のテクノロジー
の発展に貢献する」会社を目指し、経営を行ってまいりました。 
具体的には、「創造性を持った技術であること」、「インターナショナルな企業であること」、「変

化に対応できる個人重視の企業であること」、「科学技術を通して社会の発展に貢献できる企業である
こと」を企業方針として、社員一人一人の能力を最大限に引き出し、それを有機的に調和・集結して製
品の創造に結実させていくことで社会の発展に貢献することを目的としております。 
当社を取り巻く環境は、技術進歩の急激な進展等により大きく変化する厳しい時代でありますが、当

社の持つ電子ビーム技術を軸として変化に適切に対応すべくユーザーの幅広いニーズに対応し企業価値
の最大化に努めてまいります。 

  

当社は、売上高及び売上高総利益率を経営上の重要指標としております。特に売上高総利益率は技術
力による高付加価値製品を提供することを目的としている当社にとっては、他社との差別化ができてい
るかを判断できる重要な経営指標となっております。 
具体的な数値としては売上高総利益率が50％を上回ることを目指しており、売上高の成長とともにお

客様に高付加価値の製品を提供し高い売上高総利益率を確保することが、株主価値を向上できるものと
考えております。  

  

現在、当社が主力製品としている電子ビームを使用したマスク寸法測定装置は、今後も更なる微細化
の進展によりマーケットは成長していくものと思われます。しかしながら、当マーケットにおいては競
合企業の参入により、経営環境はこれまでになく厳しいものとなっております。当社はこのマーケット
において、技術力向上による競争力を強化・確保していくことを目指しております。 

  

当社は今後も主力製品の技術力向上による競争力の強化・確保を目指すとともに、新たな製品を開発
し、複数製品の製造・販売による経営の安定化を図るべく、以下の通り対応してまいります。 

①主力製品マスクCD-SEMの技術力の向上 

主力製品であるマスクCD-SEM「EMU」は、収差補正機能や回路改造等を行ない、分解能ばかりでは
なくスループットも大幅に向上させる研究開発を継続しておりますが、当期におきまして、性能アッ
プを実現した最新鋭機「Z7」を市場投入いたしました。  
「Z7」は、電子ビーム制御系を一新し、最新の卓越したソフトウェアを搭載して、低雑音化、耐温

度・振動性能向上、高クリーン化など高い顧客指向性を達成していることから、きめ細かい顧客要求
にも十分対応できるものと考えております。 
今後も、広視野・高分解能化を進め、更なるマスクCD-SEMの商品化に努めてまいります。 

②複数製品の製造・販売による経営の安定化 

当社の製品構成がマスクCD-SEMに大きく依存している状況から、同装置の販売動向により業績も大
きく変化するリスクを回避するために、製品のラインアップの充実を計画しております。 
その一環として、NEDOのイノベーション実用化助成事業を進めてまいりました。 
当社の「EBLITHO」の技術を基礎とするシームレスモールドステッパー装置に関連したロールモー

ルド評価用SEMの開発は高く評価され、本年２月開催のnano tech 2011国際ナノテクノロジー総合
展・技術会議では「微細加工技術部門賞」を受賞しました。また、顧客での実機テストにおきまして
も商用機としての高い評価を受け、ユーザー仕様に合わせて最終調整の段階にあります。一方、電子
ビーム高速検査装置につきましても顧客の実マスク検査を開始しておりますので、次期以降の受注獲

２．企業集団の状況

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略

（４）会社の対処すべき課題
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得を目指し経営の安定化を図りたいと考えております。 
上記を柱に売上増加、損益の改善を図ることが当社の最重要経営課題であると認識しております。 
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４．財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 119,504 107,685

受取手形 6,195 787

売掛金 421,655 65,778

原材料 20,104 14,014

仕掛品 330,952 596,325

前払費用 ※2 1,578 1,068

未収入金 432 5,134

未収消費税等 － 8,697

その他 － 200

流動資産合計 900,423 799,691

固定資産

有形固定資産

建物 ※1 129,056 ※1 129,056

減価償却累計額 △104,472 △108,624

建物（純額） 24,584 20,432

構築物 － 720

減価償却累計額 － △50

構築物（純額） － 669

機械及び装置 22,991 22,991

減価償却累計額 △20,526 △21,514

機械及び装置（純額） 2,464 1,476

車両運搬具 1,307 1,307

減価償却累計額 △1,307 △1,307

車両運搬具（純額） － －

工具、器具及び備品 52,276 49,740

減価償却累計額 △50,082 △47,187

工具、器具及び備品（純額） 2,193 2,552

土地 ※1 57,774 ※1 57,774

有形固定資産合計 87,015 82,905

無形固定資産

ソフトウエア 5,230 3,206

無形固定資産合計 5,230 3,206

投資その他の資産

敷金及び保証金 23,860 25,172

会員権 8,550 －

その他 12 12

投資その他の資産合計 32,423 25,185

固定資産合計 124,670 111,296

資産合計 1,025,093 910,988
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(単位：千円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 － 40,570

買掛金 ※2 147,229 43,376

短期借入金 ※2 150,000 －

1年内返済予定の長期借入金 ※1 16,200 ※1 22,990

未払金 18,157 29,710

未払費用 5,346 8,289

未払法人税等 4,952 4,132

未払消費税等 10,463 －

前受金 4,200 －

預り金 80,163 137,446

賞与引当金 7,040 6,909

製品保証引当金 31,000 31,000

リース資産減損勘定 1,194 1,194

流動負債合計 475,945 325,620

固定負債

長期借入金 ※1 4,400 ※1 69,580

退職給付引当金 62,515 72,599

長期リース資産減損勘定 1,592 398

固定負債合計 68,507 142,577

負債合計 544,453 468,197

純資産の部

株主資本

資本金 692,361 692,361

資本剰余金

資本準備金 635,681 635,681

資本剰余金合計 635,681 635,681

利益剰余金

利益準備金 7,020 7,020

その他利益剰余金

別途積立金 554,000 554,000

繰越利益剰余金 △1,408,423 △1,446,273

利益剰余金合計 △847,403 △885,253

株主資本合計 480,640 442,790

純資産合計 480,640 442,790

負債純資産合計 1,025,093 910,988
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（２）損益計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

売上高

製品売上高 1,005,625 275,000

その他の事業売上高 145,713 263,392

売上高合計 1,151,338 538,392

売上原価

当期製品製造原価 ※2 702,064 ※2 219,477

売上原価合計 702,064 219,477

売上総利益 449,273 318,914

販売費及び一般管理費

販売手数料 36,627 27,939

役員報酬 44,952 41,832

給料及び手当 82,066 68,082

賞与 12,748 5,714

退職給付費用 3,343 1,453

賞与引当金繰入額 2,164 2,020

法定福利費 15,545 13,028

研究開発費 ※1 29,349 ※1 8,125

修繕維持費 34,549 41,106

減価償却費 1,079 1,102

支払手数料 11,182 11,318

製品保証維持費 19,125 12,104

保管維持費 5,313 132

製品保証引当金繰入額 31,000 31,000

その他 89,881 65,654

販売費及び一般管理費合計 418,929 330,615

営業利益又は営業損失（△） 30,344 △11,701

営業外収益

受取利息 116 36

受取配当金 6 －

為替差益 14,141 －

その他 606 41

営業外収益合計 14,870 78

営業外費用

支払利息 ※3 2,511 ※3 3,608

手形売却損 751 －

為替差損 － 25,320

その他 － 29

営業外費用合計 3,263 28,959

経常利益又は経常損失（△） 41,951 △40,581

特別利益

会員権売却益 － 5,021

特別利益合計 － 5,021

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 41,951 △35,560

法人税、住民税及び事業税 2,527 2,290

当期純利益又は当期純損失（△） 39,424 △37,850
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（３）株主資本等変動計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 692,361 692,361

当期変動額

新株の発行 － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 692,361 692,361

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 635,681 635,681

当期変動額

新株の発行 － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 635,681 635,681

資本剰余金合計

前期末残高 635,681 635,681

当期変動額

新株の発行 － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 635,681 635,681

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 7,020 7,020

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,020 7,020

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 554,000 554,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 554,000 554,000

繰越利益剰余金

前期末残高 △1,447,847 △1,408,423

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） 39,424 △37,850

当期変動額合計 39,424 △37,850

当期末残高 △1,408,423 △1,446,273
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

利益剰余金合計

前期末残高 △886,827 △847,403

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） 39,424 △37,850

当期変動額合計 39,424 △37,850

当期末残高 △847,403 △885,253

株主資本合計

前期末残高 441,216 480,640

当期変動額

新株の発行 － －

当期純利益又は当期純損失（△） 39,424 △37,850

当期変動額合計 39,424 △37,850

当期末残高 480,640 442,790

純資産合計

前期末残高 441,216 480,640

当期変動額

新株の発行 － －

当期純利益又は当期純損失（△） 39,424 △37,850

当期変動額合計 39,424 △37,850

当期末残高 480,640 442,790
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（４）キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 41,951 △35,560

減価償却費 7,905 9,043

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,304 △130

製品保証引当金の増減額（△は減少） 29,000 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 6,848 10,083

会員権売却損益（△は益） － △5,021

受取利息及び受取配当金 △122 △36

支払利息 2,511 3,608

為替差損益（△は益） △6,292 3,615

売上債権の増減額（△は増加） △394,288 361,284

たな卸資産の増減額（△は増加） 153,960 △259,798

仕入債務の増減額（△は減少） 29,034 △63,281

前受金の増減額（△は減少） △98,706 △4,200

未収消費税等の増減額（△は増加） 11,024 △9,125

未払消費税等の増減額（△は減少） 10,430 △10,430

預り金の増減額（△は減少） 75,462 57,283

その他 13,342 13,076

小計 △116,633 70,409

利息及び配当金の受取額 122 36

利息の支払額 △2,556 △3,358

法人税等の支払額 △1,900 △2,527

営業活動によるキャッシュ・フロー △120,967 64,560

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △5,118 △2,422

無形固定資産の取得による支出 △6,627 －

出資金の回収による収入 200 －

会員権の売却による収入 － 9,000

敷金及び保証金の差入による支出 － △3,427

敷金及び保証金の回収による収入 7,116 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,429 3,150

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 50,000 △150,000

長期借入れによる収入 － 100,000

長期借入金の返済による支出 △16,200 △28,030

財務活動によるキャッシュ・フロー 33,800 △78,030

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,870 △1,499

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △88,726 △11,818

現金及び現金同等物の期首残高 208,230 119,504

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 119,504 ※1 107,685
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該当事項はありません。 

  

 
  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）重要な会計方針

項目
前事業年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) その他有価証券

時価のないもの

移動平均法に基づく原価法を採用

しております。

(1) その他有価証券

同左  

 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 原材料及び仕掛品

個別法による原価法(収益性の低

下による簿価切下げの方法)を採

用しております。

(1) 原材料及び仕掛品

同左

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下の通り

であります。

建物 14年

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

同左

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

ソフトウェア(自社利用分)につい

ては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採用して

おります。

ノウハウ利用権（自社利用分）に

ついては、社内における利用可能

期間（４年）に基づく定額法を採

用しております。  

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

同左

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とした定額

法によっております。なお、残存

価額については、ゼロとしており

ます。

(3) リース資産 

同左
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項目
前事業年度

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日)

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日)

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率より、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上

しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員賞与の支給に備えるため、

賞与支給見込額の当期負担額を計

上しております。

(2) 賞与引当金

同左   

  

 

(3) 製品保証引当金

製品の無償補修費用の支出に備え

るため、売上高に対する過去の支

出割合に基づき必要額を計上して

おります。

(3) 製品保証引当金
同左

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務の見

込額に基づき、当期末において発

生していると認められる額を計上

しております。

(4) 退職給付引当金

同左

５ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から3ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。

 

同左

６ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜方式

によっております。

消費税等の処理方法

同左

（７）重要な会計方針の変更

会計方針の変更

前事業年度 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日)

当事業年度 

(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日)

 
─────── 

 
─────── 
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表示方法の変更

前事業年度 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日)

当事業年度 

(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日)

(キャッシュ・フロー計算書)  

1. 前事業年度において営業活動によるキャッシュ・フ

ローに独立掲記しておりました「未収入金の増減額(△

は増加)」(当事業年度△178千円)は、金額が僅少のた

め営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に

含めて表示しております。 

2. 前事業年度において営業活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含めておりました「預り金の増減

額(△は減少)」(前事業年度△8千円)は、重要性が増し

たため、当事業年度においては区分掲記することに変

更しました。 

─────── 
 

（８）財務諸表に関する注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成22年３月31日)

当事業年度 
(平成23年３月31日)

※１ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次の通りであります。

建物 24,584千円

土地 57,774千円

計 82,358千円

※１ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次の通りであります。

建物 20,432千円

土地 57,774千円

計 78,206千円

 

担保付債務は以下の通りであります。

一年以内返済予定の長期借入金 16,200千円

長期借入金 4,400千円

計 20,600千円
 

担保付債務は以下の通りであります。

一年以内返済予定の長期借入金 22,990千円

長期借入金 69,580千円

計 92,570千円

※２ 関係会社項目

 流動資産

  前払費用 249千円

 流動負債

  買掛金 21,000千円

  短期借入金 150,000千円

(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

※1 研究開発費の総額

  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

29,349千円

※1 研究開発費の総額

  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

8,125千円

 

※2 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低

下による簿価切下額

売上原価 7,257千円
 

※2 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低

下による簿価切下額

売上原価 1,566千円

 

※3 関係会社に対する営業外費用

支払利息 2,041千円
 

※3 関係会社に対する営業外費用

支払利息 1,703千円
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前事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

２ 上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

該当事項はありません。 

 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

２ 上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

該当事項はありません。 

 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

該当事項はありません。 

  

(株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 33,405 ─ ─ 33,405

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当事業
年度末残高
（千円）

前事業
年度末

増加 減少
当事業 
年度末

提出会社 平成15年新株予約権 普通株式 989 ─ ─ 989 ─

合計 989 ─ ─ 989 ─

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 33,405 ─ ─ 33,405

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当事業
年度末残高
（千円）

前事業
年度末

増加 減少
当事業 
年度末

提出会社 平成15年新株予約権 普通株式 989 ─ ─ 989 ─

合計 989 ─ ─ 989 ─
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 

※1 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成22年3月31日現在)

現金及び預金勘定 119,504千円

３ヶ月以内に償還期限の到来する 
短期投資

─千円

現金及び現金同等物 119,504千円
 

※1 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成23年3月31日現在)

現金及び預金勘定 107,685千円

３ヶ月以内に償還期限の到来する 
短期投資

─千円

現金及び現金同等物 107,685千円
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(リース取引関係)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１ ファイナンス・リース取引
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース
資産
① リース資産の内容

・有形固定資産 
所沢テクニカルセンター及び本社の電話設備(工
具、器具及び備品)であります。

② リース資産の減価償却の方法
重要な会計方針「３.固定資産の減価償却の方
法」に記載のとおりであります。

   なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引
のうち、リース取引開始日が、平成20年3月31日
以前のリース取引については、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計処理によっており、その
内容は以下のとおりであります。 
 

１ ファイナンス・リース取引
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース
資産
① リース資産の内容

・有形固定資産 
本社の電話設備(工具、器具及び備品)でありま
す。   

② リース資産の減価償却の方法
  同左

  

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相
当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相
当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

工具器具 
備 品

 
取得価額 
相当額

千円
7,164

減価償却累 
計額相当額

1,393

減損損失累 
計額相当額

5,771

期末残高 
相当額

─

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が
有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い
ため、支払利子込み法により算定しておりま
す。

 

工具器具 
備 品

取得価額 
相当額

千円
7,164

減価償却累
計額相当額

1,393

減損損失累
計額相当額

5,771

期末残高
相当額

─

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が
有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い
ため、支払利子込み法により算定しておりま
す。

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等
   未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,194千円
１年超 1,592千円

合計 2,786千円

  リース資産減損勘定の残高    2,786千円 
(注) 未経過リース料の期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に
占める割合が低いため、支払利子込み法により
算定しております。

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等
  未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,194千円
１年超 398千円

合計 1,592千円

  リース資産減損勘定の残高     1,592千円 
(注) 未経過リース料の期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に
占める割合が低いため、支払利子込み法により
算定しております。

 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減
価償却費相当額及び減損損失
支払リース料 1,194千円
リース資産減損勘定の取崩額 1,194千円
減価償却費相当額 ─千円
減損損失 ─千円

 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減
価償却費相当額及び減損損失
支払リース料 1,194千円
リース資産減損勘定の取崩額 1,194千円
減価償却費相当額 ─千円
減損損失 ─千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとす
る定額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法
同左
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前事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

  

 (追加情報) 

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号 平成20年3月10日)及び「金融
商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号 平成20年3月10日)を適用してお
ります。 

(1)金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入または主
要株主からの借入による方針です。デリバティブは、全く利用しておりません。  

(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関して
は、当社の与信管理に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行う体制としています。 
 営業債務である買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。  
 借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則として5年以
内）は主に開発投資に係る資金調達です。  
 また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社では、月次に資金繰計画を作成
するなどの方法により管理しています。  
  

平成22年3月31日（当期の期末決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりです。  

      (単位：千円) 

 
  (※)負債に計上されているものについては、( )で示しています。 

  

(注1) 金融商品の時価の算定方法に関する事項 

(1) 現金及び預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ています。  

(2) 受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ています。  

(3) 買掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ています。  

(4) 短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ています。  

(5) 一年内返済予定長期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ています。  

(6) 長期借入金 

 長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利
率で割り引いた現在価値により算定しています。 

  

(金融商品関係)

1. 金融商品の状況に関する事項

2. 金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 119,504 119,504 ─

(2) 受取手形及び売掛金 427,851 427,851 ─

(3) 買掛金 (147,229) (147,229) ─

(4) 短期借入金 (150,000) (150,000) ─

(5) 一年内返済予定長期借入金 (16,200) (16,200) ─

(6) 長期借入金 (4,400) (4,323) (77)
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(注2) 長期借入金の決算日後の返済予定額 

  (単位：千円) 

 
  

当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

  

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入または主
要株主からの借入による方針です。デリバティブは、全く利用しておりません。  

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関して
は、当社の与信管理に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行う体制としています。 
 営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。  
 借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則として5年以
内）は主に開発投資に係る資金調達です。  
 また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社では、月次に資金繰計画を作成
するなどの方法により管理しています。  
  

平成23年3月31日（当期の期末決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりです。  

   (単位：千円) 

 
  (※)負債に計上されているものについては、( )で示しています。 

  

(注1) 金融商品の時価の算定方法に関する事項 

(1) 現金及び預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ています。  

(2) 受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ています。  

(3) 支払手形及び買掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ています。  

(4) 一年内返済予定長期借入金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ
っています。  

(5) 長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率
で割り引いた現在価値により算定しています。 

  

(注2) 長期借入金の決算日後の返済予定額 

 (単位：千円) 

区分 1年以内 1年超2年以内

長期借入金 16,200 4,400

1. 金融商品の状況に関する事項

2. 金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 107,685 107,685 ─

(2) 受取手形及び売掛金 66,566 66,566 ─

(3) 支払手形及び買掛金 (83,947) (83,947) ─

(4) 一年内返済予定長期借入金 (22,990) (22,990) ─

(5) 長期借入金 (69,580) (68,323) (1,256)

区分 1年以内 1年超2年以内 2年超3年以内 3年超4年以内 4年超5年以内
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前事業年度(平成22年３月31日) 

該当事項はありません。 

当事業年度(平成23年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

 
  

長期借入金 22,990 20,280 21,970 20,280 7,050

(有価証券関係)

(デリバティブ取引関係)

(退職給付関係)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

 当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度

によっております。なお当社は、退職給付債務の算

定に当たり、簡便法を採用しております。

１ 採用している退職給付制度の概要

同左

２ 退職給付債務に関する事項(平成22年３月31日現在)

① 退職給付債務 62,515千円

② 退職給付引当金 62,515千円

２ 退職給付債務に関する事項(平成23年３月31日現在)

① 退職給付債務 72,599千円

② 退職給付引当金 72,599千円

 

３ 退職給付費用に関する事項

① 勤務費用 8,940千円

② 退職給付費用 8,940千円

 なお当社は、退職給付費用の算定にあたり、簡便

法を採用しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

① 勤務費用 10,083千円

② 退職給付費用 10,083千円

 なお当社は、退職給付費用の算定にあたり、簡便

法を採用しております。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項(平成22

年３月31日現在)

 当社は、退職給付費用の算定にあたり、簡便法を

採用しておりますので、基礎率等については記載し

ておりません。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項(平成23

年３月31日現在)

同左
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前事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

1. ストック・オプションの内容 

 
  

2. ストック・オプションの規模及びその変動状況 

（1）ストック・オプションの数 

 
  

（2）単価情報 

 
  

(ストック・オプション等関係)

決議年月日 平成15年6月27日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役7名 
当社従業員17名

株式の種類及び付与数 普通株式 1,356株

付与日 平成15年7月31日

権利確定条件 新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者におい
てこれを行使することを要する。

新株予約権発行時において当社の取締役または従業員であ
った者は、新株予約権行使時においても当社の取締役または
従業員であることを要する。但し、任期満了による退任、定
年退職その他正当な理由のある場合ならびに相続による新株
予約権を取得した場合はこの限りでない。

対象勤務期間 なし

権利行使期間 平成18年6月28日から平成23年6月27日

決議年月日 平成15年6月27日

権利確定前

 期首（株） ─

 付与（株） ─

 失効（株） ─

 権利確定（株） ─

 未確定残（株） ─

権利確定後

 期首（株） 989

 権利確定（株） ─

 権利行使（株） ─

 失効（株） ─

 未行使残（株） 989

決議年月日 平成15年6月27日

権利行使価格（円） 35,000

行使時平均株価（円） ─

付与日における公正な評価単価（円） ─
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当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

1. ストック・オプションの内容 

 
  

2. ストック・オプションの規模及びその変動状況 

（1）ストック・オプションの数 

 
  

（2）単価情報 

 
  

決議年月日 平成15年6月27日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役7名 
当社従業員17名

株式の種類及び付与数 普通株式 1,356株

付与日 平成15年7月31日

権利確定条件 新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者におい
てこれを行使することを要する。

新株予約権発行時において当社の取締役または従業員であ
った者は、新株予約権行使時においても当社の取締役または
従業員であることを要する。但し、任期満了による退任、定
年退職その他正当な理由のある場合ならびに相続による新株
予約権を取得した場合はこの限りでない。

対象勤務期間 なし

権利行使期間 平成18年6月28日から平成23年6月27日

決議年月日 平成15年6月27日

権利確定前

 期首（株） ─

 付与（株） ─

 失効（株） ─

 権利確定（株） ─

 未確定残（株） ─

権利確定後

 期首（株） 989

 権利確定（株） ─

 権利行使（株） ─

 失効（株） ─

 未行使残（株） 989

決議年月日 平成15年6月27日

権利行使価格（円） 35,000

行使時平均株価（円） ─

付与日における公正な評価単価（円） ─
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前事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

該当事項はありません。 

当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

該当事項はありません。  

  

当事業年度(平成23年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

該当事項はありません。 

当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

(税効果会計関係)

前事業年度 
(平成22年３月31日現在)

当事業年度 
(平成23年３月31日現在)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳

(繰延税金資産)
①流動資産

賞与引当金 2,846千円

製品保証引当金 12,533千円

原材料評価減 11,522千円

仕掛品評価減 70,084千円

開発助成金 31,957千円

その他 2,391千円

繰延税金資産(流動)合計 131,335千円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳

(繰延税金資産)
①流動資産

賞与引当金 2,793千円

製品保証引当金 12,533千円

原材料評価減 12,155千円

仕掛品評価減 67,150千円

開発助成金 53,689千円

その他 3,269千円

繰延税金資産(流動)合計 151,591千円

②固定資産

税務上の繰越欠損金 514,508千円

減価償却 13,519千円

退職給付引当金 25,275千円

土地 45,736千円

その他 8,544千円

繰延税金資産(固定)合計 607,583千円

繰延税金資産小計 738,919千円

評価性引当額 △738,919千円

繰延税金資産合計 ─千円

②固定資産

税務上の繰越欠損金 515,283千円

減価償却 10,005千円

退職給付引当金 29,351千円

土地 45,736千円

その他 366千円

繰延税金資産(固定)合計 600,743千円

繰延税金資産小計 752,334千円

評価性引当額 △752,334千円

繰延税金資産合計 ─千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

 (調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.3％

住民税均等割等 6.0％

評価性引当額の増減 △44.2％

その他 0.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 6.0％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異については、税引前当期純損失を計上し
ているため記載しておりません。

(企業結合等関係)

(資産除去債務関係)

(賃貸等不動産関係)
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   当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

当社は、電子ビーム技術を応用した製品・サービスの単一事業となっています。したがって、当社
は、「電子ビーム関連」を単一の報告セグメントとしているため、記載を省略しております。 

(追加情報) 

当事業年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成21年３
月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号
平成20年３月21日)を適用しております。 

  

前事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため、記載しておりません。 

当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため、記載しておりません。 

  

前事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

 
(注) 1 記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

2 取引条件及び取引条件の決定方針等 

(原材料の仕入)  
  株式会社エー・アンド・デイからの提示価格に基づき、交渉の上決定しております。 
 (資金の借入)  
  貸付極度額 3億円  
  資金使途 運転資金  
  利率 短期プライムレートに年利率0.3％加算した年利率 

当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 
(注) 1 記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

2 取引条件及び取引条件の決定方針等 

(資金の借入)  
  貸付極度額 3億円  
  資金使途 運転資金  
  利率 短期プライムレートに年利率0.3％加算した年利率 

(セグメント情報等)

(セグメント情報)

(持分法投資損益等)

(関連当事者情報)

１ 関連当事者との取引

(1) 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

種類
会社等の名称 
又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関連当事者 
との関係

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高 
(千円)

主要株主

(会社等)
㈱ エ ー・ア ン
ド・デイ

東京都  
豊島区

6,371
電子計測器
製造

直接  

（30.5）

原材料の購
入

原材料の購
入

67,784 買掛金 21,000

資金の借入 資金の借入 450,000 短期借入金 150,000

役員の兼任 利息の支払 2,041 前払費用 249

１ 関連当事者との取引

(1) 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

種類
会社等の名称 
又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

関連当事者 
との関係

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高 
(千円)

主要株主

(会社等)
㈱ エ ー・ア ン
ド・デイ

東京都  
豊島区

6,371
電子計測器
製造

直接  

（30.5）
資金の借入 資金の借入 185,000 短期借入金 ─

役員の兼任 利息の支払 1,703
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(注) 算定上の基礎 

１. １株当たり純資産額 

 
２. １株当たり当期純利益又は当期純損失 

 
  

該当事項はありません。 
  

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１株当たり純資産額 14,388.29円 １株当たり純資産額 13,255.20円

１株当たり当期純利益 1,180.19円 １株当たり当期純損失(△) △1,133.08円

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希

薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜

在株式は存在しますが１株当たり当期純損失であるため

記載しておりません。

項目
前事業年度

(平成22年３月31日)
当事業年度

(平成23年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 480,640 442,790

普通株式に係る純資産額(千円) 480,640 442,790

普通株式の発行済株式数(株) 33,405 33,405

普通株式の自己株式数（株） ─ ─

1株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株)

33,405 33,405

項目
前事業年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

損益計算書上の当期純利益又は当期純損失(△)
(千円)

39,424 △37,850

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失(△)
(千円)

39,424 △37,850

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数（株） 33,405 33,405

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株

当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株

式の概要

新株予約権 989個

平成13年改正旧商法第

280条の20及び第280条の

21の規定に基づき発行し

た新株予約権（平成15年

6月27日 定時株主総会

において決議）

新株予約権 989 個 

  

 

同左

(重要な後発事象)
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①代表者の異動 

該当事項はありません。 

②その他の役員の異動（平成23年６月28日付予定） 

1. 新任取締役候補 
取締役   張  皓（現 営業部長） 

  

該当事項はありません。 

５．その他

（１）役員の異動

（２）その他
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